
人／月うち重度障害者

サービス名 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

【新設】
国の活動指標に合わせ、共同生活援助の重度
障害者の利用者数を追加します。

●施設入所支援の新たな入所希望者のニー
ズ・環境の確認については、相談支援体制の
充実・強化等の取り組みにおいて把握できま
すので、当該項目は活動指標に設定いたしま
せん。

【新設】就労選択支援
令和６年度から新たな障害福祉サービスとし
て提供される予定です。障がい者の能力、特
性及び希望に合致した就労先の選択を支援し
ます。計画期間内は、当該支援の実績を作る
ことを目指します。

活動指標の設定の考え方

厚生労働省の基本的な指針に係る「活動指標」の設定について

地域移行支援 人／月

（４）相談支援

サービス名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

計画相談支援 人／月

地域定着支援 人／月

施設入所支援 人／月

自立生活援助 人／月

サービス名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

①施設入所者の地域生活の移行

共同生活援助 人／月

（１）訪問系

（２）日中活動系

（３）居住系

短期入所（医療型） 人日／月

人／月

療養介護 人／月

短期入所（福祉型） 人日／月

人／月

就労選択支援 人日／月

人／月

人／月

自立訓練（生活訓
練）

人日／月

就労定着支援 人日／月

人／月

就労継続支援（Ｂ
型）

人日／月

人／月

自立訓練（機能訓
練）

人／月

人日／月

就労継続支援（Ａ
型）

人日／月

人／月

令和６年度 令和７年度 令和８年度

生活介護 人日／月

人／月

就労移行支援 人日／月

人／月

行動援護 時間／月

人／月

同行援護 時間／月

人／月

サービス名 単位

人／月

重度障害者等包括支
援

時間／月

人／月

人／月

実人/月

計画相談支援

2

102

117

実人／月

実人／月

実人／月

2

100

120

2

101

119

自立生活援助

施設入所支援

共同生活援助

422

実人/月

地域定着支援

地域移行支援

13

56

10

43

8

35

実人／月

延人日／月

656055実人／月

425375325

422

（３）居住系

令和５年度令和４年度令和３年度単位サービス名

474540実人/月

実人／月

延人日／月

延人日／月

実人／月

延人日／月

24

151

22

138

20

123

実人／月

延人日／月

182

2,700

166

2,600

150

2,500

10実人／月 98

（２）日中活動系

（４）相談支援

令和４年度令和３年度単位サービス名 令和５年度

就労定着支援

実人／月 15 16 17

288

14

252

12

220

実人／月

延人日／月

480

30

460

28

450

39

実人／月

延人日／月

318298278実人／月

16

242424時間／月重度障害者等包括支
援 111実人／月

自立訓練（機能訓
練）

生活介護

短期入所（医療型）

短期入所（福祉型）

療養介護

10210098延人日／月

5,3415,2715,201延人日／月

27

就労継続支援（Ｂ
型）

就労継続支援（Ａ
型）

就労移行支援

自立訓練（生活訓
練）

2625

125120115

重度訪問介護

97

900700

5

500

実人／月

時間／月

時間／月行動援護

60

1,500

55

1,350

50

1,250

実人／月

時間／月同行援護

33

5757

3

57

実人／月

国が「基本的な指針」
に掲げる活動指標

第５次きさらづ障がい者プラン 第６次きさらづ障がい者プラン

①施設入所者の地域生活
の移行 （１）訪問系

①施設入所者の地域生活の移行

令和５年度令和４年度令和３年度

4,1204,1104,100

サービス名

居宅介護

単位

時間／月

実人／月 170170170

重度訪問介護 時間／月

サービス名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

居宅介護 時間／月

●原則として、国が「基本的な指針」に掲げ
る活動指標について設定いたします。

●今回は活動指標の項目のみ掲載しておりま
す。具体的な活動指標の数値の設定は、次回
策定委員会開催前に案をお示しいたします。

資料５
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活動指標の設定の考え方

厚生労働省の基本的な指針に係る「活動指標」の設定について
国が「基本的な指針」
に掲げる活動指標

第５次きさらづ障がい者プラン 第６次きさらづ障がい者プラン

資料５

回保健、医療、社会福
祉関係者による協議
の場の開催回数

有無協議の場における目
標設定

地域生活支援拠点等
の登録事業所数

箇所

【新設】
令和３年７月に精神障害に係る協議の場とし
て「君津地区四市精神障がいにも対応した地
域包括ケアシステム構築推進連携会議」を創
設しておりますので、国が掲げる活動指標の
全てを活動指標として設定いたします。

【新設】
本市では令和５年２月に「地域生活支援拠点
等整備事業」を開始していますので、国が掲
げる活動指標を設定いたします。ただし、
「コーディネーターの配置」については、直
営で設置している「基幹相談支援センター」
の主導により実施しておりますので、当該項
目は活動指標に設定いたしません。

なし

なし

精神障害者の自立訓
練（生活訓練）

精神障害者の自立生
活援助の利用者数

人

人

回

精神障害者の共同生
活援助の利用者数

精神障害者の地域定
着支援の利用者数

人

人

人保健、医療（精神科
以外の医療機関別）
福祉、介護、当事
者、家族等の関係者
ごとの参加者数

協議の場における評
価の実施回数

③地域生活支援の充実 ③地域生活支援の充実 ③地域生活支援の充実

②精神障害にも対応した
地域包括ケアシステムの
構築

②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 ②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

機能の充実に向けた
支援の実績等を踏ま
えた検証及び検討の
実施回数

回

項目 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

項目 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

精神障害者の地域移
行支援の利用者数

人
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活動指標の設定の考え方

厚生労働省の基本的な指針に係る「活動指標」の設定について
国が「基本的な指針」
に掲げる活動指標

第５次きさらづ障がい者プラン 第６次きさらづ障がい者プラン

資料５

【新設】
国は活動指標として掲げておりませんが、現
行プランの成果目標に掲げていることから、
新プランにおいて設定するもといたします。

④福祉施設から一般就労
への移行等

④福祉施設から一般就労への移行等 ④福祉施設から一般就労への移行等

なし 項目

福祉施設からの一般
就労者数

就労移行支援の利用
者の一般就労者数

就労継続支援Ａ型の
利用者の一般就労者
数

就労継続支援Ｂ型の
利用者の一般就労者
数

就労移行支援利用者
による一般就労後の
就労定着支援利用割
合

就労定着支援事業所
の数

単位

人

箇所

人

人

人

％

令和６年度 令和７年度 令和８年度
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活動指標の設定の考え方

厚生労働省の基本的な指針に係る「活動指標」の設定について
国が「基本的な指針」
に掲げる活動指標

第５次きさらづ障がい者プラン 第６次きさらづ障がい者プラン

資料５

児童発達支援の利用
児童数、利用日数

日

人

【新設】
児童発達支援については、近年、関心が高ま
りを見せ各種サービスの利用者及び利用量が
増加していることから、新たに活動指標に設
定し、より一層の推進に取り組んでまいりま
す。

●現在、医療的ケア児等に係る協議の場の設
置については、令和５年度末の設置に向け君
津４市で協議しており、国が掲げる活動指標
の中で「医療的ケア児等の支援を総合調整す
るコーディネーターの配置人数」について
は、将来的に市の主導によりコーディネイト
を実施することとなるため、当該項目は活動
指標に設定いたしません。

人

項目 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

人日／月

なし

なし

人日／月

人／月

⑤発達障害者等に対する支援⑤発達障害者等に対する
支援

⑥障害児支援の提供体制
の整備等

⑥障害児支援の提供体制の整備等 ⑥障害児支援の提供体制の整備等

⑤発達障害者等に対する支援

放課後等デイサービ
スの利用児童数、利
用日数 日

人

障害児相談支援の利
用児童数

訪問型児童発達支援
の利用児童数、利用
日数 人／月

保育所等訪問支援の
利用児童数、利用日
数

●国が掲げる下記の活動指標は、発達障害者
に特化したものであり、本市が掲げる予定の
他の活動指標に内包されることから、活動指
標には設定いたしません。

◯発達障害者地域支援協議会の開催回数、◯
発達障害者支援センターによる相談支援件
数、◯発達障害者支援センター及び発達障害
者地域支援マネジャーの関係機関への助言件
数、◯発達障害者支援センター及び発達障害
者地域支援マネジャーの外部機関や地域住民
への研修、啓発件数、◯ペアレントトレーニ
ングやペアレントプログラム等の支援プログ
ラム等の実施者数、◯ペアレントメンターの
人数

●「ピアサポート活動への参加人数」につい
ては、県主導で実施しているため活動指標に
設定しませんが、当該活動の広報等、引き続
き、周知を図ってまいります。

なし
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活動指標の設定の考え方

厚生労働省の基本的な指針に係る「活動指標」の設定について
国が「基本的な指針」
に掲げる活動指標

第５次きさらづ障がい者プラン 第６次きさらづ障がい者プラン

資料５

基幹相談支援セン
ターによる地域の相
談支援事業者に対す
る訪問等による専門
的な指導、助言件数

回

令和６年度 令和７年度 令和８年度

基幹相談支援セン
ターによる地域の相
談機関との連携強化
の取組の支援件数

回

有有実施の有無

無無無実施の有無

⑦相談支援体制の充実・
強化等

⑦相談支援体制の充実・強化等 ⑦相談支援体制の充実・強化等

令和５年度令和４年度令和３年度

障害者相談支援事業 555実施箇所数

単位事業名

有有

基幹相談支援セン
ターの体制強化

人 有

項目 単位

基幹相談支援セン
ター

有基幹相談支援セン
ター等機能強化事業

住宅入居等支援事業
（居住サポート事
業）

基幹相談支援セン
ターによる地域の相
談支援事業者の人材
育成の支援件数

回

有設置の有無

●本市では、令和２年度に基幹相談支援セン
ターを設置し直営で運営しています。

【新設】
「基幹相談支援センターの体制強化」とし
て、相談員を増員し相談支援体制の強化を図
ります。

【新設】
基幹相談支援センターに係る活動指標とし
て、新たに「地域の相談支援事業者に対する
訪問等による専門的な指導、助言件数」、
「地域の相談支援事業者の人材育成の支援件
数」及び「地域の相談機関との連携強化の取
組の支援件数」を掲げ、地域の相談支援体制
の基盤整備に努めてまいります。

【新説】
現行プランの活動指標の中で「基幹相談支援
センター等機能強化事業」については、新プ
ランにおいて「基幹相談支援センターの体制
強化」に置き換え設定いたします。

●現行プランの活動指標にある「障害者相談
支援事業」については、令和５年度に「木更
津市障害者等相談支援事業業務委託」を拡充
し新たに１事業者を加え５事業所体制を構築
し充足されておりますので、今後の活動指標
には設定いたしません。

●国の活動指標には、新たに「協議会におけ
る個別事例の検討を通じた地域のサービスの
開発・改善」が掲げられております。本市で
は、協議会において個別事例の検討や検証を
行っておりますが、これによる地域のサービ
スの開発や改善は困難であり、活動指標には
馴染まないものと考えます。

●「住宅入居等支援事業（居住サポート事
業）」については、令和３～５年度の実績が
ありません。居住支援については、事案が圧
制する都度、基幹相談支援センターが主導と
なり対応するものであり活動指標には馴染ま
ないものと考えます。

有 有
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活動指標の設定の考え方

厚生労働省の基本的な指針に係る「活動指標」の設定について
国が「基本的な指針」
に掲げる活動指標

第５次きさらづ障がい者プラン 第６次きさらづ障がい者プラン

資料５

【新設】
国が掲げる「都道府県が実施する障害福祉
サービス等に係る研修の参加や都道府県が市
町村職員に対して実施する研修への参加人
数」については、県が実施する研修等へ職員
を参加させ、対応力の向上を図り、ひいては
障害福祉サービス等の質を向上させることに
繋げるため、新プランにおいて新たに設定い
たします。

●国が掲げる「障害者自立支援審査支払等シ
ステム等での審査結果を分析してその結果を
活用し、事業所や関係自治体等と共有する体
制の有無及びそれに基づく実施回数」及び
「都道府県が実施する指定障害福祉サービス
事業者及び指定障害児通所支援事業者等に対
する指導監査の適正な実施とその結果の関係
自治体との共有する体制の有無及びそれに基
づく共有回数」については、項目の内容が広
範囲かつ多岐にわたることから、本市の活動
指標には馴染まないものと考えます。

項目 単位 令和７年度 令和８年度

都道府県が実施する
障害福祉サービス等
に係る研修の参加や
都道府県が市町村職
員に対して実施する
研修への参加人数

人

なし

⑦障害福祉サービス等の
質を向上させるための取
組に係る体制の構築

⑧障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 ⑧障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

令和６年度
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活動指標の設定の考え方

厚生労働省の基本的な指針に係る「活動指標」の設定について
国が「基本的な指針」
に掲げる活動指標

第５次きさらづ障がい者プラン 第６次きさらづ障がい者プラン

資料５

人／月

知的障害者職親委託 実施の有無

自動車運転免許取得助成 件／年

自動車改造費助成 件／年

訪問入浴サービス 人／年

日中一時支援

●左記の項目については、国の「基本的な指
針」には掲げられておりませんが、障害福祉
サービスの適切な提供の目安となるものであ
り、引き続き、設定いたします。

●左記の項目の中で、過去３年の実績がなく
今後の実施も見込めないもの等について、障
害福祉サービス事業としては存在しておりま
すので、項目としては存置しますが、指標値
は斜線で標記いたします。

利用者数／月

利用回数／年

利用者数／月

障害者虐待防止支援 実施の有無

実施箇所数

利用者数／月

事業名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

他
市
町
村
分

地域活動支援セ
ンターⅠ型

実施箇所数

利用者数／月

地域活動支援セ
ンターⅡ型

実施箇所数

利用時間
（時間／年）

地域活動支援セ
ンターⅢ型

実施箇所数

地域活動支援セ
ンターⅢ型

実施箇所数

利用者数／月

（１０）地域活動支援センター

事業名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

木
更
津
市

地域活動支援セ
ンターⅠ型

実施箇所数

令和８年度
手話奉仕員養成研修事業 養成講習修了者数

排泄管理支援用具 給付等件数（件／年）

居宅生活動作補助用
具（住宅改修費）

給付等件数（件
／年）

地域活動支援セ
ンターⅡ型

実施箇所数

利用者数／月

（９）移動支援事業

事業名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

移動支援事業 利用者数
（実人／年）

情報・意志疎通支援用具 給付等件数（件／年）

介護・訓練支援用具 給付等件数（件／年）

自立生活支援用具 給付等件数（件／年）

（８）手話奉仕員養成研修事業

（７）日常生活用具給付等事業

事業名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度

要約筆記者派遣事業 人/年

利用件数

（６）意思疎通支援事業

事業名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

手話通訳者派遣事業 人/年

（１）理解促進研修・啓発事業

事業名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

⑧その他

無

有

2

4

令和７年度 令和８年度
成年後見制度法人後見支援事業 人/年

（２）自発的活動支援事業

事業名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

利用件数

0

令和８年度
成年後見制度利用支援事業 人/年

自発的活動支援事業 実施の有無

令和３年度

0

0

1

1

84

1

36

4

0

事業名 単位 令和６年度 令和７年度

訪問入浴サービス

事業名

利用者数／月

実施箇所数

手話通訳者設置事業 設置個所数

在宅療養等支援用具 給付等件数（件／年）

事業名 単位 令和６年度 令和７年度

実施箇所数

利用者数／月

利用者数
（実人／年）

98 100 110

令和５年度令和４年度令和３年度単位事業名

（３）成年後見制度利用支援事業

（４）成年後見制度法人後見支援事業

事業名 単位

42

20

令和４年度

0

0

1

1

84

1

令和４年度 令和５年度

0

0

0

0

0

0

利用者数／月

利用者数／月

0

利用時間
（時間／年）

7,100 7,300 7,500

給付等件数（件
／年）

無　

4

5,510

145

0

3

知的障害者職親委託

障害者虐待防止支援

自動車改造費助成

実施の有無

実施の有無

件／年

件／年

利用回数／年

実人／月

実施箇所数

実人／年

単位

自動車運転免許取得助成

日中一時支援

5,662

149

44

無

有

2

20

令和５年度

無

地域活動支援セ
ンターⅢ型

有

2

5,168

136

40

20

移動支援事業

木
更
津
市

他
市
町
村
分

地域活動支援セ
ンターⅡ型

地域活動支援セ
ンターⅠ型

地域活動支援セ
ンターⅠ型

地域活動支援セ
ンターⅡ型

地域活動支援セ
ンターⅢ型

（１０）地域活動支援センター

令和５年度令和４年度令和３年度単位事業名

実施箇所数

利用者数／月

実施箇所数

0

0

0

0

1

1

84

1

36

4

実施箇所数

利用者数／月

実施箇所数

36

4

居宅生活動作補助用
具（住宅改修費）

（９）移動支援事業

事業名

171717

37

28

37

28

3,369

32

36

27

3,504

33

3,436

33

886

（８）手話奉仕員養成研修事業

要約筆記者派遣事業

手話通訳者派遣事業

利用件数 365 377 399

延人/年 1 1

（１）理解促進研修・啓発事業

（２）自発的活動支援事業

排泄管理支援用具

情報・意志疎通支援用具

在宅療養等支援用具

自立生活支援用具

介護・訓練支援用具

給付等件数（件／年）

給付等件数（件／年）

給付等件数（件／年）

給付等件数（件／年）

給付等件数（件／年）

（７）日常生活用具給付等事業

単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

単位 令和３年度

事業名 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度
手話奉仕員養成研修事業 養成講習修了者数 17 18 18

無

理解促進研修・啓発事業

事業名

有

令和５年度

有

令和４年度

有

令和３年度

実施の有無

単位

4 4

事業名

理解促進研修・啓発事業 実施の有無

手話通訳者設置事業 設置個所数 0 0 0

事業名 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

延人/年 311 313 315

利用件数 1 1 1

1

（６）意思疎通支援事業

事業名 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度
成年後見制度法人後見支援事業 実人/年 4 4 4

（４）成年後見制度法人後見支援事業

成年後見制度利用支援事業 実人/年 4

（３）成年後見制度利用支援事業

事業名 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

自発的活動支援事業 実施の有無 無
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